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第１章 基本的な考え方 比較とポイント 

第２次プラン 第３次プラン案 

１ 趣旨 

松本市では、外国人住民に係る施策を推進す

るため、平成２３年７月に「松本市多文化共生

推進プラン」を策定し、様々な分野で各種施策

に取り組んできました。 

この間、平成２４年７月には、外国人登録制

度が廃止され外国人住民も住民基本台帳の対

象となり、地域の一員としての役割を担ってい

ます。また、永住者の増加などにより定住化傾

向にあり、外国人住民を共に地域で暮らす市民

として、多文化共生の地域づくりを一層進める

必要性が生じてきました。 

多文化共生を取り巻く状況は変化してきて

おり、第１次プランの目標年度が平成２７年度

となっていたことから、平成２６年度に実施し

た「松本市多文化共生実態調査」の分析や、こ

れまでの取組みの成果や課題を踏まえ、施策の

継承や見直しを図り、今後５年間に取り組むべ

き、多文化共生施策を総合的に進めていくた

め、「第２次松本市多文化共生推進プラン」を策

定しました。 

１ 策定の趣旨 

 （背景） 

 ・市内外国人住民は、約４，０００人（市内全体の約１．７％） 

・国・地域別人口は、「中国」、「韓国・朝鮮」の２カ国がともに約千人で半数を占め

ており、他にブラジルや東南アジア出身者が多いのが特徴。 

・近年は、永住者が年々増加する一方、技能実習や留学など比較的短期の在留資格を

持つ外国人住民も増加している。 

（考え方） 

・これまでの多文化共生施策の進捗状況を踏まえつつ、今後５年間に取り組むべき、

多文化共生施策を総合的に進めていくための「第３次松本市多文化共生推進プラン」

（以下「プラン」という。）を策定する。 

・外国人住民は将来にわたって、本市に居住し、地域社会の一員として今後の松本市

を形成する存在である。 

・「誰一人取り残さない」という視点で多文化共生に向けた取り組みを推進する。

 

○ポイント 

 「誰一人取り残さない」というＳＤＧｓの考え方を新たに盛り込む。 
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２ 位置付け 

  本プランは、本市の上位計画である松本市総

合計画の基本施策の一つ「多文化共生の推進」に

基づく個別計画であり、庁内の各部局が所管する

関連計画とも整合を図りながら定めるものです。

また、長野県が策定した「長野県多文化共生推進

指針（平成２７～３１年度）」等も参考にし、本市

の多文化共生の実情等を踏まえ策定しています。 

２ 位置付け 

 ・本市の上位計画である松本市総合計画や庁内の各部局が所管する関連計画とも整合

を図りながら定める。 

・総務省が令和２年８月に策定するプランや長野県が令和２年３月に策定した「長野

県多文化共生推進指針２０２０」も参考にする。 

 

３ 期間 

  本プランの期間は、平成２８年度から平成３

２年度までの５年間とします。なお、社会情勢

の変化等、新たに計画に盛り込むべき事由が生

じた場合や、本プランの推進状況等により、必

要に応じて内容の見直しを行います。 

３ 期間 

・本プランの期間は、令和３年度から令和７年度までの５年間とする。 

４ 第１次プランからの見直しの視点 

  本プランの策定に当たっては、プランの進行

管理及び多文化共生に関する調査、研究等を行

うことを目的として設置されている松本市多

文化共生推進協議会（以下「協議会」という。）

において、主な見直しの視点を下記のとおりと

し協議を重ねました。 

４ 第２次プランからの見直しの考え方 

 ・本プランの策定にあたっては、日本人・外国人市民、有識者、関係団体、事業所、

行政機関で構成する松本市多文化共生推進協議会において、協議を重ね策定する。 

 ・第１次プランからの基本理念は継承しつつ、本市を取り巻く社会情勢や令和元年度

に実施した多文化共生実態調査の結果を参考とする。 

・第２次プランの各施策の達成状況や、未達の原因分析等を行い、担当課と伴に施策

のブラッシュアップと強化を図る。 

○ポイント 

 総務省が策定予定の計画と長野県の推進指針２０２０との整合を図る。 
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⑴ 第１次プランの施策推進状況や平成２６

年度に実施した「松本市多文化共生実態調

査」の分析などから現状を踏まえ、第１次プ

ランの基本理念及び方向性といった基本部

分は継承し、実行性の高い具体的施策を検討

し明記する。 

⑵ 第１次プランでは、「多文化共生＝外国人

住民への支援」という印象があったことを踏

まえ、市民への多文化共生意識の広がりにつ

ながるよう、地域づくりと連携した具体的施

策を検討する。 

 

 

５ 基本理念 

⑴ 「人権」の視点から考える 

多文化共生は人権の問題であり、日本人住

民も外国人住民も一人ひとりの人権が尊重

され、社会の構成員としてその存在を認めら

れる必要があります。 

⑵ 「同じ」を共有し「ちがい」を認め合う 

多文化共生は、人間として「同じ」部分を

共有し、なおかつ「ちがい」を認め合うこと

です。これによって、慈しみ、尊重し合える

人間関係や社会づくりにつなげていくこと

ができます。日本社会への同化ではなく、外

５ 基本理念 

 【 松本市が目指す 多文化共生の まち 】 

 ⑴ 「人権」の視点から考える 

⑵ 「同じ」を共有し「ちがい」を認め合う 

⑶ 「多様性」を活力に変える 

⑷ 地域づくりにつなげる 

 

○ポイント 

・基本理念は継承する。 

・「外国人住民への支援」から「外国人住民が地域とつながり、地域社会の一員として

参画する」とした第２次プランの考え方を継承する。 

・実効性の高い具体的施策を検討する。 

○ポイント 

・４つの基本理念を継承する。 

・松本市が目指す多文化共生のまちを言葉で示す。（キャッチコピー） 
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国人住民も日本人住民も協力した上での「統

合」を目指します。 

⑶ 「多様性」を活力に変える 

多文化共生を推進していくには、言語や文

化などが多様であることを効率や経費の面

からマイナスに捉えるのではなく、「視野を

広げる」、「異なる視点から見る」などプラス

に捉えることが必要です。「ちがい」を当たり

前にして、お互いの理解を深め、平和で豊か

な地域社会の構築を推進します。 

⑷ 地域づくりにつなげる 

多文化共生は、単に困っている人を支援す

るというものではありません。住んでいる地

域でのつながりや助け合いが生まれる、地域

づくりの課題であることを認識し、外国人住

民も地域社会の一員として参画する地域づ

くりを推進します。 
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６ ６つの方向性 

⑴ 市民との協働 

外国人住民、地域住民、市民活動団体、企

業、関係機関、行政の協働で進めます。 

⑵ 課題の共有と役割の分担 

５年ごとに実施する「多文化共生実態調

査」の分析や、プランの推進状況に基づき、

協働で進める上での課題を共有し、役割を分

担します。 

⑶ キーパーソンの活用 

地区キーパーソン及びキーパーソンネッ

トワークを、外国人住民の相談やニーズの集

約、外国人住民への情報の伝達、外国人住民

の地域づくりへの参画に活用します。（P２７

イメージ図） 

⑷ プランの進行管理 

本プランに基づく施策の実施状況及び多

文化共生の推進状況について、毎年年次報告

を行います。報告内容に対する多文化共生推

進協議会の評価・提言等を踏まえ、検討、調

整の上、各種事業に反映します。 

⑸ 市民による議論 

多文化共生は４つの基本理念に基づく共

６ 基本目標 

 ⑴ これまでのプランの体系は、基本理念➡６つの方向性➡各分野の施策であった

が、次期プランでは「６つの方向性」を「基本目標」に改め、基本理念➡基本目標

➡施策の方向性という繋がりにしてはどうか。 

 

 【基本目標１ コミュニケーション】 

  言葉の壁を越え対話が活発であり、必要な情報を得られるまち 

 【基本目標２ 教育・子育て】 

  どの子も必要な学びが得られる（誰一人取り残さない）まち 

 【基本目標３ 暮らし】 

  外国人住民と共生する安心・安全で支え合いの心がつながるまち 

 【基本目標４ 地域での共生】 

  地域の誰もが多文化共生に関心を持ち、外国人住民が参画する持続可能なまち 

 

○ポイント 

 基本目標は、これまでのプランとの整合を図るため、第２次プランの３つの施策項

目を基とする。 

○ポイント 

 体系図を見直し、基本理念から具体的施策までの繋がりをよくする。（体系図別紙） 
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生のまちづくりです。市民一人ひとりの多文

化共生意識を高める議論を巻き起こしてい

く必要があります。 

⑹ 社会参画に対する位置付け 

長期的には、外国人住民の人権が尊重さ

れ、将来の地域社会を共に形成していく多様

な担い手として、それぞれの役割の位置付け

を確立する取組みにつなげます。 

７ 各分野の施策項目 

⑴ コミュニケーション支援 

  ア 情報の多言語化とキーパーソン活用 

（５施策） 

  イ 日本語及び日本社会に対する学習支援 

（４施策） 

⑵ 生活支援 

  ア 防災（４施策） 

  イ 子どもの育成（１６施策） 

  ウ 労働環境（４施策） 

  エ 医療・保健（３施策） 

⑶ 「多文化共生」の地域づくり 

  ア 地域社会に対する意識啓発（３施策） 

  イ 外国人住民の自立と社会参画（４施策） 
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 ７ 施策の方向性 

  第２次プランでいうところの、「各分野の施策」の小項目を整理し、「施策の方向性」

としてはどうか。 

基本目標 施策の方向性 

１ コミュニケーション 

言葉の壁を越え対話が活発であり、必要

な情報を得られるまち 

1-1 多言語・多様な方法による発信 

1-2 キーパーソンの活用 

1-3 多様なニーズに応える日本語学習

支援 

２ 教育・子育て 

どの子も必要な学びが得られる（誰一人

取り残さない）まち 

2-1 日本語教育及び就学支援体制の充実 

2-2 子育てしやすい環境づくり 

３ 暮らし 

外国人住民と共生する安心・安全で支え

合いの心がつながるまち 

3-1 災害対応力の向上 

3-2 就労支援や医療機関を受診しやすい

体制づくり 

４ 地域社会 

地域の誰もが多文化共生に関心を持ち、

外国人住民が参画する持続可能なまち 

4-1 地域社会に対する意識啓発 

4-2 外国人住民の社会参画 

 

 

 

○ポイント 

 施策の方向性は、第２次プランの具体的施策に基づいて作成。 
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８ 市民・地域・行政の役割 

多文化共生のまちづくりを進めるためには、

市民、地域、行政がそれぞれの立場において担

い手となり、互いが連携し協働して取り組むこ

とが必要です。 

そして、多様性の一つとして国籍や文化の違

いを認め合い、誰もが地域社会の一員として参

加する積極的な姿勢を持ち、多文化共生社会の

実現と、市民一人ひとりの「いのち」と「暮ら

し」と「絆」を尊重するまちづくりにつなげま

す。 

⑴ 市民の役割 

市民は、地域づくりの主役であり、互いの

文化や人権を尊重し、相互理解を深め、共に

暮らすという意識を高めることが求められ

ます。 

外国人住民は、地域の文化や習慣に関する

理解を深めるとともに、地域社会の一員とし

て積極的に地域の活動に参加することが求

められます。 

⑵ 地域の役割 

地区、町会（自治会）、ＮＰＯ、企業、教育

８ 市民・地域・行政の役割 

  基本的には、第２次プランで掲げた役割を継承する。 

 

 ⑴ 市民の役割 

  ・市民は、地域づくりの主役であるため、互いの文化や人権を尊重し、相互理解を

深め、共に暮らすという意識を高める。 

・外国人住民は、地域の文化や習慣に関する理解を深めるとともに、地域社会の一

員として積極的に地域の活動に参加する。 

 ⑵ 地域の役割 

  ・地区、町会（自治会）、ＮＰＯ、事業所、教育等関係機関は、その専門性や広い

ネットワークを活かし、共生による地域貢献として、日本人住民への多文化共生の

意識啓発や外国人住民への支援などを行う。 

・地域活動を円滑に進め、参加者の増加につなげるため、日本人及び外国人住民同

士の豊かな人間関係を育み、地域のつながりを構築していく。 

 ⑶ 行政の役割 

  ・市は、多文化共生社会の実現に向け、市民や地域と連携し協働する体制づくりを

担う 

・町会などを核とする自治の仕組みを活かし、「多文化共生の地域づくり」を推進

していくため、協働関係をさらに強固なものにする。 

・市は、長野県や県内の他市町村と連携し、協働する。 

・市は、長野県多文化共生推進指針 2020 で県の役割とされている「多文化共生の

推進は国全体で体系的に進めていくことが必要であることから、機会を捉え、関係
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等関係機関は、その専門性や広いネットワー

クを活かし、共生による地域貢献として、日

本人住民への多文化共生の意識啓発や外国

人住民への支援等が求められます。 

また、地域活動を円滑に進め、参加者の増

加につなげるため、日本人及び外国人住民同

士の豊かな人間関係を育み、地域の「絆」を

構築していくことが求められます。 

⑶ 行政の役割 

市は、多文化共生のまちづくりの理念を掲

げ、外国人住民への行政サービスの提供者で

あるとともに、市民の役割及び地域の役割を

果たせるように、多文化共生社会の実現に向

け、連携し協働する体制づくりを担います。

町会等を核とする自治の仕組みを活かし、

「多文化共生のまちづくり」を推進していく

ため、協働関係を更に強固なものにしていき

ます。 

 

省庁に対して多文化共生に係る基本法の制定や各自治体が実施する施策に必要な

財源措置等を要望します。」について、必要に応じ、県と連携し、協働する。 

 


